介護休暇制度実施要領

１　介護休暇制度
社会の高齢化等により、介護を必要とする高齢者に対し家族による介護が求められる場面が増加している。また、核家族化の進展により、家族による介護が容易ではなく、職業生活との両立は困難なものとなり、離職のやむなきに至る場合も生ずることとなる。このため、一定期間、介護のための（無給の）休暇を認め、職務復帰後の十分な勤務を期待するため、介護休暇制度を創設する。（平成７年４月１日施行）

なお、看護休暇（昭和６１年１２月２５日付 総務部長通知）は、平成７年３月３１日付で廃止する。

２　休暇の内容
(1)　休暇の要件及び要介護者の範囲
負傷、疾病又は老齢により、２週間以上の期間にわたり日常生活を営むのに支障がある者（次に掲げる親族等に限る。）を介護するため、勤務しないことが相当であると認められる場合。
ア　配偶者等（配偶者及び届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者並びにパートナー（※）で同居しているものをいう。以下同じ。）、父母、子、配偶者等の父母、祖父母、兄弟姉妹、孫
　※　パートナー：性別が同一であって、婚姻関係と異ならない程度の実質を備える社会生活を営む関係にある者をいう。
イ　父母の配偶者等、配偶者等の父母の配偶者等、子の配偶者等、配偶者等の子で同居（要介護者の家に泊まり込む場合を含む。）しているもの
(2)　休暇の取得期間
介護を必要とする一の継続する状態（※）ごとに、３回を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲で指定する期間（以下「指定期間」という。）内において、休暇を取得することができる。
※　一の継続する状態：介護を必要とする状態が生じてから消滅するまでのことをいう。例えば、要介護者の病気が治癒し、正常な日常生活が営まれるようになり、その後において、再度、介護を必要とする状態が発生した場合には、改めて３回を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲で指定期間の指定を受けることができるが、状態が継続している限りは、年（年度）にかかわらず、以前の指定期間が通算されることとなる。
(3)　指定期間

ア　任命権者は、職員の申出に基づき、指定期間の指定を行うものとする。（公務の運営に支障があることにより介護休暇を承認できないことが明らかな日を除く。）

イ　指定期間の期間は、２週間以上６月以下とする。ただし、２回目以降の指定期間について、６月からすでに指定を受けた指定期間を通算した期間を減じた期間が２週間に満たない場合にあっては、２週間未満の期間を指定期間とすることができる。

ウ　職員は、指定を受けた指定期間の延長又は短縮を行うことができる。ただし、通算して６月を超えることはできない。

エ　指定期間の通算は、暦に従って計算し、１月に満たない期間は、３０日をもって１月とする。
 (4)　休暇の取得形態
職員は、指定期間内において、連続又は断続して休暇を取得できる。断続して休暇を取得するとは、日単位又は１時間単位で必要に応じた形態により取得することであり、例えば毎週○曜日と○曜日であるとか、毎日午後○時～○時までというものである。

１時間単位の休暇の取得は、１日につき５時間を限度とし、始業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続するものとする。

ただし、要介護者を異にする介護時間の承認を受けて勤務しない時間がある日については、介護休暇と介護時間を合わせて５時間を上限とする。
 (5)　休暇の取得手続き及び勤務復帰
ア　「介護休暇願」に「医師等の診断書」を添付し、休暇の取得開始日の１週間前までに、所属長に願い出ること。所属長は「介護休暇願」を承認後、速やかに「介護休暇願」及び「医師等の診断書」を給与課長に提出すること。また、休暇が承認された後、休暇の取得形態等について変更を願い出る場合についても同様とする。
イ　老齢又は重度の知的障害及び重度の肢体不自由の重複により介護を必要とする状態にある者について、「医師等の診断書」を添付できない場合は、「介護休暇願」の所定の欄に必要事項を記載することで足りるものとするが、必要に応じて、公的な証明を求めることとする。
ウ　ア及びイで定めるもののほか、パートナーに係る休暇を願い出る場合には、次の（ア）、（イ）又は（ウ）に掲げる書類を「介護休暇願」に添付すること。所属長は、添付された書類について、「介護休暇願」とともに給与課長に提出すること。

（ア）千葉市パートナーシップの宣誓の取扱いに関する要綱の規定に基づくパートナーシップ宣誓証明書の写し
（イ）地方公共団体（千葉市を除く。）が発行する証明書等で、（ア）による証明事項と同様の事情が確認できるもの（写し可）
（注）（ア）による証明事項とは、次の２点を指す。
①　互いの合意のみに基づいて成立し、パートナーシップを形成する２人の者が同等の権利を有し、相互の協力により維持される関係であること
②　同居し、共同生活において互いに責任を持って協力し、必要な費用を分担すること
（ウ）次に掲げる全ての書類
　ａ　職員とパートナーが（ア）による証明事項と同様の事情にある旨の申立書
　ｂ　住民票の写し（発行後３か月以内のものに限る。）又はマイナンバーカード、運転免許証その他官公署が発行した免許証、許可証、資格証明書等（有効期間内であるものに限る）であって住所が記載されているもの（双方のもの）
　ｃ　戸籍謄本又は戸籍全部事項証明書、婚姻要件具備証明書その他民法の規定に基づく婚姻が可能であることを証する書類（発行後３か月以内のものに限る）（双方のもの）
エ　職員は、断続して休暇を取得する場合には、休暇の願出の際に、あわせて取得計画を提出すること。また、所属長は、取得実績を給与課長に報告すること。
オ　勤務に復帰する場合には、「介護休暇勤務復帰届」を所属長に届け出ること。所属長は「介護休暇勤務復帰届」を受理後、速やかに「介護休暇勤務復帰届」を給与課長に提出すること。

３　給与の取扱い
(1)　給料（調整額）　勤務しない時間につき、勤務１時間当たりの給与額を減額する。
(2)　地域手当　　　　同上
(3)　勤勉手当　介護休暇の期間から週休日等を除いた日数が３０日を超える場合には、その勤務しない全期間を勤務期間から除算する。
(4)　通勤手当　減額しない（月の全日通勤がない場合は支給しない。）。
(5)　管理職手当　減額しない（月の全日勤務がない場合は支給しない。）。

(6)　特殊勤務手当（月額で支給されるものに限る。）　減額しない（その月の勤務を要する日数の２分の１以上勤務した場合は支給する。）。
(7)　その他の手当　減額しない。

４　給与の減額に係る事務処理
「庶務事務システム」の「時間外等実績報告」の「介護休暇」欄に、勤務しない時間の合計時間数を入力すること。
１日は７時間４５分として計算（週休日、休日は除く。）し、月の合計時間数（３０分以上切上げ、３０分未満は切捨て）を入力すること。なお、月の全日勤務がない場合は、その時間数と併せて「出勤区分」欄に、「１」と入力すること。
５　昇給については、介護休暇期間の全期間を引き続き勤務したとみなして、給料月額を調整する。
（平成７年４月１日実施）
（平成１４年４月１日取得期間３月→６月へ改正）
（平成２２年４月１日　改正）

（平成２５年４月１日　改正）

（平成２９年１月１日　改正）
（平成２９年４月１日　改正）
（平成３１年１月２９日　改正）

（令和４年４月１日　改正）
